
事業番号 - - -

（ ）

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

百万/件数 49/14 43/13

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

41/14 43.6/12

14

当初見込み 件 14 13 14 12 12

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万

14 13

1

諸謝金 0.5 0.5

　執行額 ／プロジェクト数

3.5 3.3 2.9 3.6

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 44 51

活動内容
（アクティビ

ティ）

国内の教育現場における多様な教育活動（ESD）を実施・支援することによりSDGsの達成の担い手に必要な資質・能力の向上を図る。

SDGsの達成の担い手に必
要な資質・能力の向上活動
の実施

採択事業者数
活動実績 件

主な増減理由

ユネスコ活動費補助金 40 48 ※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

※異なる世代や多様なステークホルダーとの協働のための活動に係
る補助金を増額

職員旅費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

89% 86% 82%

執行率（％） 89% 86% 82%

庁費 0.2 0.2

1 1

委員等旅費 1

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

学習指導要領において、持続可能な社会の創り手の育成が学校に求められる役割と明記されたことや、国連及びユネスコにおけるESDが全てのSDGs達成
に向けた鍵であることを示した「持続可能な開発のための教育：SDGs実現に向けて（ESD for 2030）」の採択を受け、SDGs達成の担い手を育む多様な教育活
動を支援する。具体的には、SDGsの視点を組み込んだカリキュラム・学習評価の開発や、持続可能な社会の担い手を育む教師の育成、それら様々な取組の
普及、啓発等を実施する。

補助率：定額

実施方法 直接実施、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 48 43 41

計 54 50 50 44 51

予備費等 0 - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

-

翌年度へ繰越し 0 - -

- -

令和5年度要求

当初予算 54 50 50 44 51

補正予算 -

0 - - -

事業名 SDGs達成の担い手育成（ESD）推進事業 担当部局庁 国際統括官付 作成責任者

事業開始年度 令和元年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0454

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

持続可能な社会の構築に貢献するため、SDGs（国連持続可能な開発目標）の視点を組み込んだ教育活動（ESD）を支援することにより、学校・大学をはじめと
した国内の教育現場におけるSDGs達成の担い手の育成を推進する。

国際統括官付 国際戦略企画官　白井俊

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
ユネスコ活動に関する法律（第4条）

関係する
計画、通知等



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
補助事業者からの報告に基づく数値

18,061 -

目標値 人 23,500

58 -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

4 年度 -

-

参加者数　（年度内延べ人
数）を23,500に向上させる

本補助事業によって実施さ
れる研修会、セミナー、
ワークショップなどの事業
への参加者数　（年度内延
べ人数）

成果実績 人 29,828 13,535

達成度 ％ 127

年度

23,500 23,500 23,500



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ アウトカムの数字は成果目標に見合ったものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

カリキュラムの開発、教師教育の推進、ESDに関する学習評
価の開発、導入という本事業の目的を達成するには、専門
的知見を有する大学等の機関が実施する事業に補助を行う
という、本事業の取る手段が最適である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
アウトプットの数字は当初見込みに見合ったものとなってい
る。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○
事業の執行等に関しても、適宜コスト削減や効率化のため
の対応や、アイディアの共有等を行っている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業経費の各費目・使途の内容を厳正に審査するなど、そ
の必要性について適切にチェックを行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○ 外部の有識者による審査委員会で妥当性を確認している。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
事業計画書を確認し、外部の有識者による議論に従って査
定を実施して妥当なコスト水準に抑えている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
事業経費の各費目・使途の内容を厳正に審査するなど、そ
の合理性について適切にチェックを行っている。

当該事業の成果物は報告書の作成、あるいはＷＥＢサイト
への掲載という形で教育関係機関を含め広く一般に利用で
きるものとなっている。

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 13　豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
十分な公募期間を確保した上で公募を行うとともに、公募締
切前には事業説明会を実施する等広く知られるよう工夫を
図っている。外部の有識者による審査委員会で客観的な選
定を行っている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

持続可能な開発目標（SDGs）実現に向けた取組が広く普及
したことや、2020年度から本格実施が開始された新学習指
導要領において「持続可能な社会の創り手の育成」が明記さ
れたことを背景に、SDGs達成のための教育（ESD）の推進に
向けた内外のニーズが 一層高まっており、国民や社会の
ニーズを反映した事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

SDGsは国連により定められた国際的に実現すべき目標であ
り、また、SDG4およびESDについてはユネスコがその実施機
関とされているところ、SDGsの達成に資する人材を育成する
目的で実施される本事業は、政府として、日本ユネスコ国内
委員会が置かれている文部科学省が直接行う事が必要であ
る。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

ＳＤＧｓの達成のための取組は、総理を本部長とするＳＤＧｓ
推進本部が設置されており、全省庁で優先度の高い取組で
ある。文部科学省には教育を通じたＳＤＧｓの達成への取組
が期待されており、本事業は国内の教育現場におけるＳＤＧ
ｓ達成を担う幅広い人材の育成を目標とした適切な事業であ
る。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_13-
2.pdf

該当箇所

13-2 国際協力の推進

事業名事業番号



- -

2021 文科 20

文部科学省 新31 0024

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0424

0449

平成30年度 0431

令和元年度

平成28年度 0419

平成29年度 0427

平成26年度 新26-0046

平成27年度 0436

-

平成25年度 -

年
度
内
に

改
善
を
検

討

本事業は、事業概要に定める「国内の教育現場におけるESDを推進する」を図るため、国内の教育現場においてSDGsの普及、啓発等を行うこと
を目的としていることから、そのことを本事業によって実施される研修会、セミナー、ワークショップ等の事業への参加者数をもって測るため、現状
のアウトカムの指標を設定している。事業の成果を適切に図るため、事業目的及び事業目的に対応した指標が設定されているかについては引き
続き検証を行う。

備考

【成果物について掲載しているHPのURL】
公益財団法人ユネスコ・アジア文化センター　https://www.accu.or.jp/programme/project/esd/
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 https://www.accu.or.jp/cms/wp-content/uploads/2022/06/hyouka_2021_A3.pdf
金沢工業大学　https://www.kanazawa-it.ac.jp/sdgs/
国立大学法人東京学芸大学　https://www2.u-gakugei.ac.jp/~globe/
国立大学法人愛知教育大学　https://www.sdgs.aichi-edu.ac.jp/
国立大学法人静岡大学　https://knotworklab.com/
　　　　　　　　　　　　　　　 https://www.nhdzoo.jp/learning_program/index.html
国立大学法人広島大学　https://unesco16.hiroshima-u.ac.jp/
国立大学法人金沢大学　https://esd.w3.kanazawa-u.ac.jp/
国立大学法人宮城教育大学　http://xs269206.xsrv.jp/touhoku/
公益財団法人京都市環境保全活動推進協会　https://kamadoki.net/
公益財団法人日本極地研究振興会　https://kyokuchi.or.jp/kids/
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　https://kyokuchi.or.jp/kids/?p=697
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　https://kyokuchi.or.jp/kids/?page_id=1358
株式会社タカラトミー　https://www.takaratomy.co.jp/company/social_contributions/educational/online/
国立大学法人奈良教育大学　https://kinkiesd.xsrv.jp/

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の
一
部
改

善 本事業は、現状の成果指標が、事業概要に定める「国内の教育現場におけるESDを推進する」を図るための妥当な指標であるか検証を行うべき
である。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
事業の効率性や有効性について、事業経費の合理性・必要性を厳正に審査した上で不用率を低く保つ、成果目標を達成するなど、成果が出
た。

改善の
方向性

今後実施状況等を踏まえ必要に応じてアウトカムの設定について見直すと共に、事業の着実な実施及び適切な予算執行に努める。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 5 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費
賃金、諸謝金、旅費、物品費、消耗費、印刷
製本費、通信運搬費、借損料、会議開催
費、雑役務費

5

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.公益財団法人ユネスコ・アジア文化センター B.

費　目 使　途

文部科学省

４１百万円

A. 国立大学法人等
４１百万円

（ 全１４件 ）

【公募・補助】

・カリキュラム等開発・実践

旅費 ０．１百万円
を含む

・教師教育の推進 ・教育（学習）効果の評価と普及 ・ユース世代の活動の推進

B. 一般社団法人SDGsコミュニティ
３百万円

（ 全１件 ）

【委託】



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人SDGs
コミュニティ

9180005018284 カリキュラム等開発・実践 3
随意契約
（その他）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- - -10
国立大学法人宮城
教育大学

8370005002146 カリキュラム等開発・実践 2 補助金等交付

-

9
国立大学法人金沢
大学

2220005002604 教師教育の推進 2 補助金等交付 - - -

- -

8 横浜市教育委員会 3000020141003
教育（学習）効果の評価と
普及

2 補助金等交付 - -

- - -

7
国立大学法人広島
大学

1240005004054 教師教育の推進 3 補助金等交付 -

6
国立大学法人静岡
大学

7080005003835 教師教育の推進 4 補助金等交付

-

5
国立大学法人愛知
教育大学

1180305005064 カリキュラム等開発・実践 4 補助金等交付 - - -

- -

4
国立大学法人静岡
大学

7080005003835 カリキュラム等開発・実践 4 補助金等交付 - -

- - -

3
国立大学法人東京
学芸大学

8012405001283 教師教育の推進 4 補助金等交付 -

2
学校法人金沢工業
大学

2220005001911 教師教育の推進 5 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人ユネス
コ・アジア文化セン
ター

1011105005122
教育（学習）効果の評価と
普及

5 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率


